















































史研究として間歇的に現れる程度になる。日本の労働問題の世界では，1960 年代までと 1990 年代
以降は，言葉は「臨時工」「非正規」と違えども，雇用形態による格差が大きな問題であった。そ



































男子 257,116（64.5%） 68,877（86.0%） 57,865（85.2%） 11,012（90.2%） 325,993（68.1%）
女子 141,276（35.5%） 11,210（14.0%） 10,018（14.8%） 1,192（9.8%） 152,486（31.9%）
計 398,392（100.0%） 80,087（100.0%） 67,883（100.0%） 12,204（100.0%） 478,479（100.0%）
　こうした状況の下，臨時工による労働争議や裁判闘争も行われた。1933 年 9 月，日雇職工を一
切手当を払わずに解雇した三菱航空機名古屋製作所に対し争議が起こされ，内務省社会局に対する












（２）　大阪区判昭 10.7.24 法律新聞 3884 号。





















対する本工組合の見解をみると，121 組合のうち「正当な理由あり」が 19 組合，「不合理であるが
やむを得ぬ」が 26 組合で両者併せて 37％，一方「正当な理由なし」が 34 組合，「差別していない」



















































































































































男性 女性 ～ 24 歳 25-34 歳 35-44 歳 45-59 歳 60 歳～
事務処理 1,138 12.0 83.4 18.0 47.3 11.1 8.6 1.3
通信業務 329 3.0 95.1 15.2 47.4 18.2 6.1 0.3
情報処理 977 73.6 22.0 40.8 49.7 2.7 1.0 －
ビルメン ･警備 3,694 62.8 31.1 2.3 5.9 9.1 50.9 9.6
技術・設計 341 81.2 14.1 11.7 44.9 12.6 8.2 2.3…




























　55 歳定年時代には 60 歳までの再雇用の手段として，60 歳定年時代には 65 歳までの再雇用の手
段として，この方法が一般化した。あまりにも一般化したため，政府の高齢者雇用政策もそれを当
然の前提として設計されるに至った。1994 年に導入された高年齢者継続雇用給付は，再雇用賃金
が 60 歳時点の 85％以下に下がった場合にその 25％を補填するものであった。これは 65 歳までの
継続雇用が完全義務化された後も，すなわち継続雇用促進のインセンティブとしての意味はなく






特集を組んだのは『労政時報』1988 年 2 月 12 日号の「契約社員制度はどう運用されているか」で
15 社の事例をかなり詳しく紹介している。その後，1995 年 2 月 3 日号「雇用多様化時代における
契約社員制度の実際」，1996 年 11 月 8 日号「契約社員制度――進むフロー型人材活用の実際」，
（１０）　東京地判平 28.5.13 労判 1135 号。
非正規雇用の歴史と賃金思想（濱口桂一郎）
13








　これに含めていいかどうか迷うのが『労政時報』1978 年 11 月 10 日号の「有期契約社員の雇用
































































































（１２）　中尾和彦「製造業務請負業の生成・発展過程と事業の概要」（『電機総研リポート』№ 284 ～ 287）。
（１３）　『請負等外部人材に関する労使間の課題に関する調査研究報告書』連合総研（2007 年）。
（１４）　アテスト（ニコン熊谷製作所）事件（東京地判平 17.3.31 労判 894 号 21 頁。なお筆者の評釈が『ジュリスト』














































































































































しかしその社会的ありようは，1950 年代まで及び 1990 年代以降の「生活に関わる社会問題」とみ
なされた時代と，1960 年代から 1980 年代までのそうではない時代との間で鮮烈な対照を示してい
20 大原社会問題研究所雑誌　№699／2017.1
る。この間の時代とは，非正規雇用とは主婦パートや学生アルバイトのような，「生活」が問題で
ない人々の問題であった。「生活」が問題でないからこそ，格差も問題ではないとみなされたので
ある。しかしながら，この時代に確立した労働経済学のイデオロギーは，誰もが意識しているこの
「生活」というファクターを隠して，客観的検証の不可能な「能力」によって事態を説明し切って
見せた。その説明の見事さに誰もが酔いしれた結果，もはや「能力」以外の説明が考えられなく
なってしまったその頂点において，皮肉なことに再び「生活に関わる社会問題」としての非正規雇
用が顔を出してきた。半世紀ぶりの「臨時工の逆襲」である。
　そして興味深いのは，かつて「能力」による説明で一世を風靡した小池和男が，やはり半世紀ぶ
りに非正規雇用問題について正面から議論をし始めたことである。彼は 1966 年に刊行された『賃
金』において臨時工を取り上げ，「本工と同じ作業に従事し，それゆえ本工とその能力において大
差ないとみられているにもかかわらず，採用から解雇まであらゆる点で本工と差別され……低賃金
は既に社会的通念ですらある」理由を，まず第 1に「基幹労働力の選択にある」と論じていた。
　　　……一年あるいはもっと長期にわたる試験期間は，たんに仕事のしぶりや腕のよしあしにと
どまらず，その「人格」，とりわけ企業が過敏になっている「思想的態度」についても，かな
り詳しい資料を提供することができる。さらに慎重で大がかりな選択にもかかわらず，要する
費用はわずかである。なによりも実際に作業をさせているからである。かくて，「長期安定的」
労資関係の樹立にふさわしい労働力の持ち主を選択するのに有効である。
　既に高度成長の最盛期で，極端な人手不足に苦しむ大企業では臨時工を本工として登用すること
が一般化し，それに代わって主婦パートが新たな非正規労働力として姿を現し始めていたこの時代
に，その苦肉の策をあたかも本来の姿であるかのように語るこの説明についても議論の余地はある
が，それが臨時工の一断面であったことは確かである。重要なのは，臨時工が「生活に関わる社会
問題」であった時代（正確にはそろそろそれが終わりつつあった時代）には，単純な ｢能力 ｣によ
る説明ではなく，こういう手の込んだ説明をせざるを得ないと考えられていたということである。
　その後高度成長が進行し，主婦パ トーが非正規雇用の右代表となってからは，彼は非正規問題に
ついてはほとんど黙して語らなくなる。社会一般に倣って「生活に関わる社会問題」でないから語る
必要がなくなったのであろうか。もっとも，そういう「生活」からの発想は「能力」に立脚するその理
論的立場とは異なるはずであるが。この頃の主婦パ トーや学生アルバイトの活用理由を「基幹労働力
の選択」で説明することなど誰が考えてもあり得ないので，黙っているしかなかったのかもしれない。
　1990 年代以後非正規雇用が「生活に関わる社会問題」として国政の重要課題になってからも，
その沈黙は続いた。そして 2016 年になってようやく非正規雇用を正面から論じた書物を刊行し
た（１８）。しかしその内容は，1950 年代から 60年代の日本の状況とアメリカの事例を大量に引きつつ，
半世紀前と全く同じく「人材選抜機能の重視」を強調するものであった。
 （はまぐち・けいいちろう　労働政策研究・研修機構統括研究員）　
（１８）　小池和男『「非正規労働」を考える―戦後労働史の視角から』名古屋大学出版会（2016 年）。
